
特集グリーン社会の実現に向けて

1.　はじめに
　　〜地域公共交通の現状と課題〜

我が国における公共交通サービスは，人口・経
済の成長過程や国土の特性等から，他の先進国と
は異なり民間ベースでのサービスが発達し，民間
サービスと公的サービスが各地域の実情に応じた
役割を担いつつ，充実した形で提供されてきた。

しかし，人口減少による公共交通サービスの収
支悪化・縮小，高齢者の免許返納後の移動手段の
確保，新型コロナウイルス感染症の拡大（以下，

「コロナ禍」という）による移動への新たなニー
ズなど，地域の公共交通には様々な観点からの課
題が生じている。

本稿では，その解決に資する手段の一つとして
期待されている MaaS（マース：Mobility as a 
Service）に関して，その概要や国土交通省にお
ける取組などを紹介する。

2.　‌�MaaS（Mobility as a ‌
Service）について

⑴　MaaSとは
IoT や AI 等における技術革新やスマートフォ

ンの急速な普及は，公共交通の分野においても大
きな変化をもたらしており，MaaS と呼ばれる新

たなサービスが欧州を中心に拡がりをみせている。
スマートフォンアプリ又は Web サービスによ

り，地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位で
の移動ニーズに対応して，複数の公共交通やそれ
以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・
予約・決済等を一括で行うサービスであり，新た
な移動手段（AI オンデマンド交通，シェアサイク
ル等）や関連サービス（観光チケットの購入等）も
組み合わせることが可能なサービスである（図－ 1）。

⑵　「日本版MaaS」の推進
国土交通省では，全ての地域，全ての人が利用

できるよう，多様な MaaS が相互に連携すると
ともに，生活や観光などの多様なサービス，さら
にはインフラ整備やまちづくりと連携することに
より，マルチモーダルだけではなくマルチサービ
スが提供され，地域課題を解決することに寄与す
る，「日本版 MaaS」の実現を図ることとしてい
る（図－ 2）。

日本版 MaaS の実現にあたっては，公共交通
をモードごとに民間事業者と公的部門とがそれぞ
れ担っている我が国の特性を踏まえ，地域の関係
する交通事業者が問題意識を共有し連携すること
が不可欠となるうえ，医療，福祉，教育等の多様
なサービスの提供主体とも協働することが重要と
なる。

日本版MaaSの推進
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3.　‌�地域特性に応じたMaaSモデルの構築‌
〜日本版MaaS推進・支援事業〜

国土交通省では，「日本版 MaaS 推進・支援事
業」として，地域特性に応じた MaaS のモデル構
築や，MaaS の基盤となる取組に対し支援を行っ

ている（図－ 3）。
このうち MaaS のモデル構築については，令

和 3 年度は，これまでの「実証実験」から一歩踏
み込み，混雑・接触回避などの公共性の高い取組
などを含んだ MaaS の「社会実装」を目指す 12
事業に対し，支援を実施している（図－ 4）（令和
4 年 1 月現在）。

図－ 1　MaaSとは

図－ 2　日本版MaaSの推進
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図－ 3　日本版MaaS推進・支援事業

令和元年度 19事業令和２年度 36事業

図－ 4　日本版MaaS推進・支援事業の拡大（令和 4年 1月現在）
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4.　‌�MaaSの基盤づくりに向けた‌
取組

⑴　MaaSに係る法制上の措置～地域公共交通活
性化再生法の改正
令和 2 年 11 月に改正された「地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第
59 号）」において，MaaS の円滑な普及に向けた措
置として，主に以下の事項を規定しており，この
うち「新モビリティサービス事業計画」について
は，その策定に必要な調査や，当該計画の達成状
況等の評価に係る事業への支援制度を設けている。
・MaaS に参加する交通事業者等が策定する新モ

ビリティサービス事業計画の認定制度を創設
し，交通事業者の運賃設定に係る手続をワンス
トップ化

・MaaS のための協議会制度を創設し，参加する

幅広い関係者の協議・連携を促進

⑵　MaaSの基盤となる事業への支援
国土交通省では，前述の「日本版 MaaS 推進・

支援事業」により，新モビリティサービス事業計
画策定に対する支援のほか，MaaS の基盤となる
事業に取り組む事業者への支援を行っており（図
－ 5），その概要について紹介する。
①　混雑情報提供システム導入支援事業

コロナ禍における混雑を回避した移動へのニー
ズに対応するため，車内の混雑状況の情報を Web
やスマートフォンアプリ等で提供することを可能
とする機器・システムの導入を支援している。
②　新型輸送サービス導入支援事業

ドア・ツー・ドアの移動を可能な限り提供して
いく観点から，ラストマイルを埋める手段や，需
要の少ない地域において効率的な配車を行う手段
等として，AI オンデマンド交通 1），シェアサイ
クル等の新型輸送サービスの導入を図っていくこ

MaaS基盤整備支援
〈新モビリティサービス事業計画策定支援〉

（３事業者）

MaaS基盤整備支援
〈AIオンデマンド交通の導入〉

（12事業者）

MaaS基盤整備支援
〈混雑情報提供システムの導入〉

（８事業者）

MaaS基盤整備支援
〈運行情報等のデータ化〉

（18事業者）

MaaS基盤整備支援
〈キャッシュレス決済の導入〉

（５事業者）

MaaS基盤整備支援
〈シェアサイクル、マイクロモビリティ等の導入〉

（８事業者）

図－ 5　令和３年度　日本版MaaSの基盤形成（令和 4年 1月現在）
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とが重要であり，これらの運行・運用に必要なシ
ステム等の導入支援を実施している。
③　地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

キャッシュレス決済は MaaS と親和性が高く，
利用者の利便性を向上させるものであるため，そ
の推進を図ることが必要である。一方で，決済シ
ステムの構築，車載器の設置等，多くの投資が必
要となることから，これらの負担を軽減しながら
キャッシュレス化の推進を図るべく，所要の設備
やシステムの導入に係る支援を実施している。
④　地域交通データ化支援事業

後述するとおり，MaaS を提供するためには，
ルートや時刻表等の公共交通に関する情報がデー
タ化されていることが不可欠となるが，データ化
自体にコストがかかることから，その負担を軽減
するため，GTFS 2）形式でデータを作成し，出力
を可能とするシステムの整備を支援している。

5.　‌�MaaSにおけるデータ連携への‌
支援

⑴　MaaSとデータ連携
MaaS を提供するためには，交通事業者をはじ

めとする各事業者によるサービスに関するデータ
（MaaS 関連データ）が連携されることが不可欠
であるが，現状では，データ連携に関するルール
がないため，データ整備や連携に係るコストが増
加することも考えられる。

このため，国土交通省においては，2019 年度
に有識者等から構成される MaaS 関連データ検
討会を設置し，MaaS に関連するプレイヤーにお
けるデータ連携が円滑かつ安全に行われることを
目的に，「MaaS 関連データの連携に関するガイ
ドライン」を 2020 年 3 月に策定，2021 年 4 月に
は「Ver2.0」として改訂し，データに係る環境整
備を推進している（図－ 6）。

図－ 6　MaaS関連データの連携に関するガイドライン Ver.2.0
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⑵　「標準的なバス情報フォーマット」の普及促進
上述のとおり，MaaS において「データ連携」

は非常に重要な要素であるが，中小のバス事業者
を中心に，そもそもデータ化が進んでいない事例
が多数存在する。このことを踏まえ，国土交通省
では 2017 年には経路検索に資する交通に関する
情報の受け渡しを効率的に行うための「標準的な
バス情報フォーマット」を定めた。現在は先述の
データ化に対する支援事業のほか，経路検索事業
者による掲載基準の厳格化等の情勢を踏まえた，

「静的バス情報フォーマット（GTFS-JP）仕様書」
の改訂（2021 年 7 月）などの普及促進を行っている。

6.　MaaSを取り巻く最近の話題

⑴　コロナ禍と公共交通，そしてMaaS
コロナ禍において普及した「3 密回避」，「テレ

ワーク」等の概念は，人々の移動に対する意識，
そして実際の移動に大きな変容をもたらした。そ
の中で MaaS は，接触機会の減少につながるキ
ャッシュレス決済や，シェアサイクル，オンデマ
ンド交通等のパーソナルな移動手段の提供など，
コロナ禍で高まった移動に対する新たなニーズに
も寄与するものと考えられる。

国土交通省では，従前からの取組に加え，コロ
ナ禍に対応した取組として，スマートフォンアプ
リ等を活用した，公共交通機関における混雑緩
和・利用分散のため，リアルタイムな混雑情報提
供の導入・普及促進に向けた「公共交通機関のリ
アルタイム混雑情報提供システムの導入・普及に
向けたガイドライン（バス編）」を 2020 年 9 月に
策定し，利用者の行動変容の促進を図ることとし
ている（図－ 7）。

図－ 7　リアルタイム混雑情報提供システムのガイドライン（バス）
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⑵　スマートシティ 3）とMaaS
政府では，スマートシティの全国での計画的な

実装に向けた取組を各府省が連携して行ってお
り，特に「日本版 MaaS 推進・支援事業」を含む
内閣府，総務省，経済産業省，国土交通省の関連
事業は，「スマートシティ関連事業」として様々
な取組を行っている。

具体的には，2019 年 8 月に 4 府省が設立した
「スマートシティ官民連携プラットフォーム」に
おける事業支援，マッチング支援等のほか，今年
度から新たに「スマートシティ関連事業に係る合
同審査会」を設置して，提案の公募・選定につい
て，関連事業で一体的に実施した。関連事業全体

では 62 地域，74 事業を選定しており，今後も関
係府省一体となり，これらのプロジェクトを連携
して推進することで，各地域のスマートシティの
実装を強力に進めていく（図－ 8）。

⑶　令和 4年度の取組について
国土交通省では，これまでの取組を踏まえ，令

和 4 年度も引き続き MaaS 等の新たなモビリテ
ィサービスを推進していく。具体的には，ポスト
コロナにおける回復する移動需要を公共交通等で
取り込むための移動の利便性向上や，デジタル化
を通じた移動サービスの効率化・高度化の推進に
ついて検討している（図－ 9）。

図－ 8　令和 3年度のスマートシティ関連事業の選定結果（令和 4年 1月現在）
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7.　おわりに

我が国における MaaS の取組は端緒についた
ばかりであるうえ，MaaS をはじめとする新たな
モビリティサービスを巡る環境は，技術革新と同
様に速いスピードで変化している。今後も環境変
化に対応して我が国の特性に応じた MaaS の普
及に努め，関係省庁とも連携しながら，日本版
MaaS の推進に向けて引き続き取り組んでまいり
たい。

1）‌�　オンデマンド交通とは，アプリや電話による利用者
予約に対し，リアルタイムに最適配車を行う輸送サー
ビスである。このうち，配車予約と車両位置から AI
がリアルタイムに最適な運行ルートを決定するシステ
ムを導入しているものを，ここでは AI オンデマンド

図－ 9　令和 4年度事業（案）の概要

交通と呼称している。
2）‌�　General Transit Feed Specification の略で，公共交

通機関の時刻表とその地理的情報に使用される共通形
式を定義したデータフォーマット。

3）‌�　スマートシティには様々な定義があるが，内閣府・
総務省・経済産業省・国土交通省により作成・公開さ
れた「スマートシティ・ガイドブック」では，

　①‌�　3 つの基本理念，5 つの基本原則に基づき［コン
セプト］

　②‌�　ICT 等の新技術や官民各種のデータを活用した
市民一人一人に寄り添ったサービスの提供や，各種
分野におけるマネジメント（計画，整備，管理・運
営等）の高度化等により［手段］

　③‌�　都市や地域が抱える諸課題の解決を行い，また新
たな価値を創出し続ける［動作］

　④‌�　持続可能な都市や地域であり，Society 5.0 の先
行的な実現の場［状態］

　‌�と定義している。
　‌�https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/

index.html
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